
真岡市 法適用不利益処分個票 

1 

ID: 916  

担当部署: 市民生活部 環境課  

処分の概要 騒音防止方法の改善命令 

法 令 名 

根 拠 条 項 
騒音規制法 第12条第2項 

法 令 番 号 昭和43年法律第98号 

【基準】 

 法第12条の規定による。 

 (改善勧告及び改善命令) 

第12条 市町村長は、指定地域内に設置されている特定工場等において発生する騒音が規制

基準に適合しないことによりその特定工場等の周辺の生活環境が損なわれると認めるとき

は、当該特定工場等を設置している者に対し、期限を定めて、その事態を除去するために

必要な限度において、騒音の防止の方法を改善し、又は特定施設の使用の方法若しくは配

置を変更すべきことを勧告することができる。 

2 市町村長は、第9条の規定による勧告を受けた者がその勧告に従わないで特定施設を設置

しているとき、又は前項の規定による勧告を受けた者がその勧告に従わないときは、期限

を定めて、同条又は同項の事態を除去するために必要な限度において、騒音の防止の方法

の改善又は特定施設の使用の方法若しくは配置の変更を命ずることができる。 

3 前2項の規定は、第7条第1項の規定による届出をした者の当該届出に係る特定工場等につ

いては、同項に規定する指定地域となつた日又は同項に規定する特定施設となつた日から

3年間は、適用しない。ただし、当該地域が指定地域となつた際又は当該施設が特定施設

となつた際その者に適用されている地方公共団体の条例の規定で第1項の規定に相当する

ものがあるとき、及びその者が第8条第1項の規定による届出をした場合において当該届出

が受理された日から30日を経過したときは、この限りでない。 

 

備考  

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 



真岡市 法適用不利益処分個票 

1 

ID: 917  

担当部署: 市民生活部 環境課  

処分の概要 騒音防止方法の改善命令 

法 令 名 

根 拠 条 項 
騒音規制法 第15条第2項 

法 令 番 号 昭和43年法律第98号 

【基準】 

 法第15条第1項及び第2項の規定による。 

 (改善勧告及び改善命令) 

第15条 市町村長は、指定地域内において行われる特定建設作業に伴つて発生する騒音が昼

間、夜間その他の時間の区分及び特定建設作業の作業時間等の区分並びに区域の区分ごと

に環境大臣の定める基準に適合しないことによりその特定建設作業の場所の周辺の生活環

境が著しく損なわれると認めるときは、当該建設工事を施工する者に対し、期限を定め

て、その事態を除去するために必要な限度において、騒音の防止の方法を改善し、又は特

定建設作業の作業時間を変更すべきことを勧告することができる。 

2 市町村長は、前項の規定による勧告を受けた者がその勧告に従わないで特定建設作業を

行つているときは、期限を定めて、同項の事態を除去するために必要な限度において、騒

音の防止の方法の改善又は特定建設作業の作業時間の変更を命ずることができる。 

 

備考  

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 



真岡市 法適用不利益処分個票 

1 

ID: 902  

担当部署: 市民生活部 環境課  

処分の概要 振動防止方法の改善命令 

法 令 名 

根 拠 条 項 
振動規制法 第12条第2項 

法 令 番 号 昭和51年法律第64号 

【基準】 

 法第12条第2項の規定による。 

 (改善勧告及び改善命令) 

第12条 市町村長は、指定地域内に設置されている特定工場等において発生する振動が規制

基準に適合しないことによりその特定工場等の周辺の生活環境が損なわれていると認める

ときは、当該特定工場等を設置している者に対し、期限を定めて、その事態を除去するた

めに必要な限度において、振動の防止の方法を改善し、又は特定施設の使用の方法若しく

は配置を変更すべきことを勧告することができる。 

2 市町村長は、第9条の規定による勧告を受けた者がその勧告に従わないで特定施設を設置

しているとき、又は前項の規定による勧告を受けた者がその勧告に従わないときは、期限

を定めて、その勧告に従うべきことを命ずることができる。 

 

備考  

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 



真岡市 法適用不利益処分個票 

1 

ID: 903  

担当部署: 市民生活部 環境課  

処分の概要 振動防止方法の改善命令 

法 令 名 

根 拠 条 項 
振動規制法 第15条第2項 

法 令 番 号 昭和51年法律第64号 

【基準】 

 法第15条第2項の規定による。 

 (改善勧告及び改善命令) 

第15条 市町村長は、指定地域内において行われる特定建設作業に伴つて発生する振動が環

境省令で定める基準に適合しないことによりその特定建設作業の場所の周辺の生活環境が

著しく損なわれると認めるときは、当該建設工事を施工する者に対し、期限を定めて、そ

の事態を除去するために必要な限度において、振動の防止の方法を改善し、又は特定建設

作業の作業時間を変更すべきことを勧告することができる。 

2 市町村長は、前項の規定による勧告を受けた者がその勧告に従わないで特定建設作業を

行つているときは、期限を定めて、その勧告に従うべきことを命ずることができる。 

 

備考  

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 



真岡市 法適用不利益処分個票 

1 

ID: 892  

担当部署: 市民生活部 環境課  

処分の概要 悪臭物質排出減少措置の実施命令 

法 令 名 

根 拠 条 項 
悪臭防止法 第8条第2項 

法 令 番 号 昭和46年法律第91号 

【基準】 

 法第8条第2項の規定による。 

 (改善勧告及び改善命令) 

第8条 市町村長は、規制地域内の事業場における事業活動に伴つて発生する悪臭原因物の

排出が規制基準に適合しない場合において、その不快なにおいにより住民の生活環境が損

なわれていると認めるときは、当該事業場を設置している者に対し、相当の期限を定め

て、その事態を除去するために必要な限度において、悪臭原因物を発生させている施設の

運用の改善、悪臭原因物の排出防止設備の改良その他悪臭原因物の排出を減少させるため

の措置を執るべきことを勧告することができる。 

2 市町村長は、前項の規定による勧告を受けた者がその勧告に従わないときは、相当の期

限を定めて、その勧告に係る措置を執るべきことを命ずることができる。 

 

備考  

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 



真岡市 法適用不利益処分個票 

1 

ID: 1864  

担当部署: 市民生活部 環境課  

処分の概要 感染症の病原体に汚染された場所の消毒の実費徴収 

法 令 名 

根 拠 条 項 
新型コロナウイルス感染症を指定感染症として定める等の政令 第3条 

法 令 番 号 令和2年政令第11号 

【基準】 

 準用する感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律第63条第1項の規定に

よる。 

 (費用の徴収) 

第63条 市町村長は、第27条第2項の規定により、当該職員に一類感染症、二類感染症、三

類感染症、四類感染症若しくは新型インフルエンザ等感染症の患者がいる場所又はいた場

所、当該感染症に係る死体がある場所又はあった場所その他当該感染症の病原体に汚染さ

れた場所又は汚染された疑いがある場所を消毒させた場合(第50条第1項の規定により実施

された場合を含む。)は、当該患者若しくはその保護者又はその場所の管理をする者若し

くはその代理をする者から消毒に要した実費を徴収することができる。 

 

備考  

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 



真岡市 法適用不利益処分個票 

1 

ID: 1865  

担当部署: 市民生活部 環境課  

処分の概要 ねずみ族、昆虫等の駆除の実費徴収 

法 令 名 

根 拠 条 項 
新型コロナウイルス感染症を指定感染症として定める等の政令 第3条 

法 令 番 号 令和2年政令第11号 

【基準】 

 準用する感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律第63条第2項の規定に

よる。 

 (費用の徴収) 

第63条 

2 市町村長は、第28条第2項の規定により、当該職員に一類感染症、二類感染症、三類感染

症又は四類感染症の病原体に汚染され、又は汚染された疑いがあるねずみ族、昆虫等を駆

除させた場合(第50条第1項の規定により実施された場合を含む。)は、当該ねずみ族、昆

虫等が存在する区域の管理をする者又はその代理をする者からねずみ族、昆虫等の駆除に

要した実費を徴収することができる。 

 

備考  

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 



真岡市 法適用不利益処分個票 

1 

ID: 1866  

担当部署: 市民生活部 環境課  

処分の概要 物件に係る措置の実費徴収 

法 令 名 

根 拠 条 項 
新型コロナウイルス感染症を指定感染症として定める等の政令 第3条 

法 令 番 号 令和2年政令第11号 

【基準】 

 準用する感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律第63条第3項の規定に

よる。 

 (費用の徴収) 

第63条 

3 市町村長は、第29条第2項の規定により、当該職員に一類感染症、二類感染症、三類感染

症、四類感染症又は新型インフルエンザ等感染症の病原体に汚染され、又は汚染された疑

いがある飲食物、衣類、寝具その他の物件を消毒させた場合(第50条第1項の規定により実

施された場合を含む。)は、当該飲食物、衣類、寝具その他の物件の所持者から消毒に要

した実費を徴収することができる。 

 

備考  

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 



真岡市 法適用不利益処分個票 

1 

ID: 841  

担当部署: 市民生活部 環境課  

処分の概要 一般廃棄物収集運搬業の停止命令 

法 令 名 

根 拠 条 項 
廃棄物の処理及び清掃に関する法律 第7条の3 

法 令 番 号 昭和45年法律第137号 

【基準】 

 法第7条の3の規定による。 

 (事業の停止) 

第7条の3 市町村長は、一般廃棄物収集運搬業者又は一般廃棄物処分業者が次の各号のいず

れかに該当するときは、期間を定めてその事業の全部又は一部の停止を命ずることができ

る。 

(1) この法律若しくはこの法律に基づく処分に違反する行為(以下「違反行為」とい

う。)をしたとき、又は他人に対して違反行為をすることを要求し、依頼し、若しくは

唆し、若しくは他人が違反行為をすることを助けたとき。 

(2) その者の事業の用に供する施設又はその者の能力が第7条第5項第3号又は第10項第3

号に規定する基準に適合しなくなつたとき。 

(3) 第7条第11項(前条第2項において準用する場合を含む。)の規定により当該許可に付

した条件に違反したとき。 

 

備考  

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 



真岡市 法適用不利益処分個票 

1 

ID: 842  

担当部署: 市民生活部 環境課  

処分の概要 一般廃棄物処分業の停止命令 

法 令 名 

根 拠 条 項 
廃棄物の処理及び清掃に関する法律 第7条の3 

法 令 番 号 昭和45年法律第137号 

【基準】 

 法第7条の3の規定による。 

 (事業の停止) 

第7条の3 市町村長は、一般廃棄物収集運搬業者又は一般廃棄物処分業者が次の各号のいず

れかに該当するときは、期間を定めてその事業の全部又は一部の停止を命ずることができ

る。 

(1) この法律若しくはこの法律に基づく処分に違反する行為(以下「違反行為」とい

う。)をしたとき、又は他人に対して違反行為をすることを要求し、依頼し、若しくは

唆し、若しくは他人が違反行為をすることを助けたとき。 

(2) その者の事業の用に供する施設又はその者の能力が第7条第5項第3号又は第10項第3

号に規定する基準に適合しなくなつたとき。 

(3) 第7条第11項(前条第2項において準用する場合を含む。)の規定により当該許可に付

した条件に違反したとき。 

 

備考  

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 



真岡市 法適用不利益処分個票 

1 

ID: 843  

担当部署: 市民生活部 環境課  

処分の概要 一般廃棄物収集運搬業の許可取消し 

法 令 名 

根 拠 条 項 
廃棄物の処理及び清掃に関する法律 第7条の4 

法 令 番 号 昭和45年法律第137号 

【基準】 

 法第7条の4の規定による。 

(許可の取消し) 

第7条の4 市町村長は、一般廃棄物収集運搬業者又は一般廃棄物処分業者が次の各号のいず

れかに該当するときは、その許可を取り消さなければならない。 

(1) 第7条第5項第4号ハ若しくはニ(第25条から第27条まで若しくは第32条第1項(第25条

から第27条までの規定に係る部分に限る。)の規定により、又は暴力団員による不当な

行為の防止等に関する法律の規定に違反し、刑に処せられたことによる場合に限る。)

又は同号チに該当するに至つたとき。 

(2) 第7条第5項第4号リからルまで(同号ハ若しくはニ(第25条から第27条までの規定によ

り、又は暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律の規定に違反し、刑に処せら

れたことによる場合に限る。)又は同号チに係るものに限る。)のいずれかに該当するに

至つたとき。 

(3) 第7条第5項第4号リからルまで(同号ホに係るものに限る。)のいずれかに該当するに

至つたとき。 

(4) 第7条第5項第4号イからトまで又はリからルまでのいずれかに該当するに至つたとき

(前3号に該当する場合を除く。)。 

(5) 前条第1号に該当し情状が特に重いとき、又は同条の規定による処分に違反したと

き。 

(6) 不正の手段により第7条第1項若しくは第6項の許可(同条第2項又は第7項の許可の更

新を含む。)又は第7条の2第1項の変更の許可を受けたとき。 

2 市町村長は、一般廃棄物収集運搬業者又は一般廃棄物処分業者が前条第2号又は第3号の

いずれかに該当するときは、その許可を取り消すことができる。 

 

備考  

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 



真岡市 法適用不利益処分個票 

1 

ID: 844  

担当部署: 市民生活部 環境課  

処分の概要 一般廃棄物処分業の許可取消し 

法 令 名 

根 拠 条 項 
廃棄物の処理及び清掃に関する法律 第7条の4 

法 令 番 号 昭和45年法律第137号 

【基準】 

 法第7条の4の規定による。 

(許可の取消し) 

第7条の4 市町村長は、一般廃棄物収集運搬業者又は一般廃棄物処分業者が次の各号のいず

れかに該当するときは、その許可を取り消さなければならない。 

(1) 第7条第5項第4号ハ若しくはニ(第25条から第27条まで若しくは第32条第1項(第25条

から第27条までの規定に係る部分に限る。)の規定により、又は暴力団員による不当な

行為の防止等に関する法律の規定に違反し、刑に処せられたことによる場合に限る。)

又は同号チに該当するに至つたとき。 

(2) 第7条第5項第4号リからルまで(同号ハ若しくはニ(第25条から第27条までの規定によ

り、又は暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律の規定に違反し、刑に処せら

れたことによる場合に限る。)又は同号チに係るものに限る。)のいずれかに該当するに

至つたとき。 

(3) 第7条第5項第4号リからルまで(同号ホに係るものに限る。)のいずれかに該当するに

至つたとき。 

(4) 第7条第5項第4号イからトまで又はリからルまでのいずれかに該当するに至つたとき

(前3号に該当する場合を除く。)。 

(5) 前条第1号に該当し情状が特に重いとき、又は同条の規定による処分に違反したと

き。 

(6) 不正の手段により第7条第1項若しくは第6項の許可(同条第2項又は第7項の許可の更

新を含む。)又は第7条の2第1項の変更の許可を受けたとき。 

2 市町村長は、一般廃棄物収集運搬業者又は一般廃棄物処分業者が前条第2号又は第3号の

いずれかに該当するときは、その許可を取り消すことができる。 

 

備考  

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 



真岡市 法適用不利益処分個票 

1 

ID: 845  

担当部署: 市民生活部 環境課  

処分の概要 一般廃棄物処理業者への必要な措置命令 

法 令 名 

根 拠 条 項 
廃棄物の処理及び清掃に関する法律 第19条の3第1号 

法 令 番 号 昭和45年法律第137号 

【基準】 

 法第19条の3第1号の規定による。 

 (改善命令) 

第19条の3 次の各号に掲げる場合において、当該各号に定める者は、当該一般廃棄物又は

産業廃棄物の適正な処理の実施を確保するため、当該保管、収集、運搬又は処分を行つた

者(事業者、一般廃棄物収集運搬業者、一般廃棄物処分業者、産業廃棄物収集運搬業者、

産業廃棄物処分業者、特別管理産業廃棄物収集運搬業者、特別管理産業廃棄物処分業者及

び無害化処理認定業者(以下この条において「事業者等」という。)並びに国外廃棄物を輸

入した者(事業者等を除く。)に限る。)に対し、期限を定めて、当該廃棄物の保管、収

集、運搬又は処分の方法の変更その他必要な措置を講ずべきことを命ずることができる。 

(1) 一般廃棄物処理基準(特別管理一般廃棄物にあつては、特別管理一般廃棄物処理基

準)が適用される者により、当該基準に適合しない一般廃棄物の収集、運搬又は処分が

行われた場合(第3号に掲げる場合を除く。) 市町村長 

 

備考  

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 



真岡市 法適用不利益処分個票 

1 

ID: 846  

担当部署: 市民生活部 環境課  

処分の概要 一般廃棄物処理基準不適合による処分者等に対する支障の除去等の措置命令 

法 令 名 

根 拠 条 項 
廃棄物の処理及び清掃に関する法律 第19条の4第1項 

法 令 番 号 昭和45年法律第137号 

【基準】 

 法第19条の4第1項の規定による。 

 (措置命令) 

第19条の4 一般廃棄物処理基準(特別管理一般廃棄物にあつては、特別管理一般廃棄物処理

基準)に適合しない一般廃棄物の収集、運搬又は処分が行われた場合において、生活環境

の保全上支障が生じ、又は生ずるおそれがあると認められるときは、市町村長(前条第3号

に掲げる場合にあつては、環境大臣。第19条の7において同じ。)は、必要な限度におい

て、当該収集、運搬又は処分を行つた者(第6条の2第1項の規定により当該収集、運搬又は

処分を行つた市町村を除くものとし、同条第6項若しくは第7項又は第7条第14項の規定に

違反する委託により当該収集、運搬又は処分が行われたときは、当該委託をした者を含

む。次条第1項及び第19条の7において「処分者等」という。)に対し、期限を定めて、そ

の支障の除去又は発生の防止のために必要な措置(以下「支障の除去等の措置」という。)

を講ずべきことを命ずることができる。 

 

備考  

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 



真岡市 法適用不利益処分個票 

1 

ID: 847  

担当部署: 市民生活部 環境課  

処分の概要 一般廃棄物処理基準不適合による認定業者に対する支障の除去等の措置命令 

法 令 名 

根 拠 条 項 
廃棄物の処理及び清掃に関する法律 第19条の4の2第1項 

法 令 番 号 昭和45年法律第137号 

【基準】 

 法第19条の4の2第1項の規定による。 

第19条の4の2 前条第1項に規定する場合(第9条の9第1項の認定に係る一般廃棄物の当該認

定に係る収集、運搬又は処分が行われた場合に限る。)において、生活環境の保全上支障

が生じ、又は生ずるおそれがあり、かつ、次の各号のいずれにも該当すると認められると

きは、市町村長は、当該認定を受けた者(処分者等を除く。以下「認定業者」という。)に

対し、期限を定めて、支障の除去等の措置を講ずべきことを命ずることができる。この場

合において、当該支障の除去等の措置は、当該一般廃棄物の性状、数量、収集、運搬又は

処分の方法その他の事情からみて相当な範囲内のものでなければならない。 

(1) 処分者等の資力その他の事情からみて、処分者等のみによつては、支障の除去等の

措置を講ずることが困難であり、又は講じても十分でないとき。 

(2) 認定業者が当該認定に係る一般廃棄物の処理に関し適正な対価を負担していないと

き、当該収集、運搬又は処分が行われることを知り、又は知ることができたときその他

第9条の9第9項の規定の趣旨に照らし認定業者に支障の除去等の措置を採らせることが

適当であるとき。 

 

備考  

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 



真岡市 法適用不利益処分個票 

1 

ID: 848  

担当部署: 市民生活部 環境課  

処分の概要 処分者等に対する生活環境の保全上の支障の除去等の費用負担 

法 令 名 

根 拠 条 項 
廃棄物の処理及び清掃に関する法律 第19条の7第2項 

法 令 番 号 昭和45年法律第137号 

【基準】 

 法第19条の7第2項の規定による。 

 (生活環境の保全上の支障の除去等の措置) 

第19条の7 第19条の4第1項に規定する場合において、生活環境の保全上の支障が生じ、又

は生ずるおそれがあり、かつ、次の各号のいずれかに該当すると認められるときは、市町

村長は、自らその支障の除去等の措置の全部又は一部を講ずることができる。この場合に

おいて、第2号に該当すると認められるときは、相当の期限を定めて、当該支障の除去等

の措置を講ずべき旨及びその期限までに当該支障の除去等の措置を講じないときは、自ら

当該支障の除去等の措置を講じ、当該措置に要した費用を徴収する旨を、あらかじめ、公

告しなければならない。 

(1) 第19条の4第1項の規定により支障の除去等の措置を講ずべきことを命ぜられた処分

者等が、当該命令に係る期限までにその命令に係る措置を講じないとき、講じても十分

でないとき、又は講ずる見込みがないとき。 

(2) 第19条の4第1項の規定により支障の除去等の措置を講ずべきことを命じようとする

場合において、過失がなくて当該支障の除去等の措置を命ずべき処分者等を確知するこ

とができないとき。 

(3) 第19条の4の2第1項の規定により支障の除去等の措置を講ずべきことを命ぜられた認

定業者が、当該命令に係る期限までにその命令に係る措置を講じないとき、講じても十

分でないとき、又は講ずる見込みがないとき。 

(4) 緊急に支障の除去等の措置を講ずる必要がある場合において、第19条の4第1項又は

第19条の4の2第1項の規定により支障の除去等の措置を講ずべきことを命ずるいとまが

ないとき。 

2 市町村長は、前項(第3号に係る部分を除く。)の規定により同項の支障の除去等の措置の

全部又は一部を講じたときは、当該支障の除去等の措置に要した費用について、環境省令

で定めるところにより、当該処分者等に負担させることができる。 

 

 

備考  

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 



真岡市 法適用不利益処分個票 

1 

ID: 849  

担当部署: 市民生活部 環境課  

処分の概要 認定業者に対する生活環境の保全上の支障の除去等の費用負担 

法 令 名 

根 拠 条 項 
廃棄物の処理及び清掃に関する法律 第19条の7第3項 

法 令 番 号 昭和45年法律第137号 

【基準】 

 法第19条の7第3項の規定による。 

 (生活環境の保全上の支障の除去等の措置) 

第19条の7 

3 市町村長は、第1項(第3号に係る部分に限る。)の規定により同項の支障の除去等の措置

の全部又は一部を講じたときは、当該支障の除去等の措置に要した費用について、環境省

令で定めるところにより、当該認定業者に負担させることができる。 

 

備考  

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 



真岡市 法適用不利益処分個票 

1 

ID: 850  

担当部署: 市民生活部 環境課  

処分の概要 緊急の場合の認定業者に対する生活環境の保全上の支障の除去等の費用負担 

法 令 名 

根 拠 条 項 
廃棄物の処理及び清掃に関する法律 第19条の7第4項 

法 令 番 号 昭和45年法律第137号 

【基準】 

 法第19条の7第4項の規定による。 

 (生活環境の保全上の支障の除去等の措置) 

第19条の7 

4 市町村長は、第1項(第4号に係る部分に限る。)の規定により同項の支障の除去等の措置

の全部又は一部を講じた場合において、第19条の4の2第1項各号のいずれにも該当すると

認められるときは、当該支障の除去等の措置に要した費用の全部又は一部について、環境

省令で定めるところにより、当該認定業者に負担させることができる。この場合におい

て、当該認定業者に負担させる費用の額は、当該一般廃棄物の性状、数量、収集、運搬又

は処分の方法その他の事情からみて相当な範囲内のものでなければならない。 

 

備考  

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 



真岡市 法適用不利益処分個票 

1 

ID: 1808  

担当部署: 市民生活部 環境課  

処分の概要 事業の廃止等についての措置命令 

法 令 名 

根 拠 条 項 

廃棄物の処理及び清掃に関する法律 第19条の10第1項において準用する第19

条の4第1項 

法 令 番 号 昭和45年法律第137号 

【基準】 

 法第19条の10第1項の規定による。 

 (事業の廃止等についての措置命令の規定の準用) 

第19条の10 第19条の4の規定は、次の各号に掲げる者が一般廃棄物処理基準(特別管理一般

廃棄物にあつては、特別管理一般廃棄物処理基準)に適合しない一般廃棄物(当該各号に定

める事項に係るものに限る。)の保管を行つていると認められるときについて準用する。

この場合において、同条第1項中「前条第3号に掲げる場合にあつては、環境大臣。第19条

の7において同じ。」とあるのは「第9条の10第1項の認定を受けた者については、環境大

臣」と、「期限を定めて、その支障の除去又は発生の防止のために必要な措置(以下「支

障の除去等の措置」という。)」とあるのは「一般廃棄物処理基準(特別管理一般廃棄物に

あつては、特別管理一般廃棄物処理基準)に従つて当該一般廃棄物の保管をすることその

他必要な措置」と読み替えるものとする。 

(1) 第7条第2項又は第7項の更新を受けなかつた者 当該更新を受けなかつた許可 

(2) 第7条の2第3項の規定による届出をした者 当該届出 

(3) 第7条の4の規定により第7条第1項又は第6項の許可を取り消された者 当該取り消さ

れた許可 

(4) 第9条の8第1項、第9条の9第1項又は第9条の10第1項の認定に係る事業の全部又は一

部を廃止した者 当該認定 

(5) 第9条の8第9項、第9条の9第10項又は第9条の10第7項の規定により第9条の8第1項、

第9条の9第1項又は第9条の10第1項の認定を取り消された者 当該取り消された認定 

(6) 第7条第1項又は第6項の許可を受けないで一般廃棄物の収集若しくは運搬又は処分を

業として行つた者(同条第1項ただし書又は第6項ただし書に該当する者を除く。) 当該

許可を受けないで業として行つた収集若しくは運搬又は処分 

 

備考  

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 



真岡市 法適用不利益処分個票 

1 

ID: 665  

担当部署: 市民生活部 環境課  

処分の概要 浄化槽清掃業の許可の取消し等 

法 令 名 

根 拠 条 項 
浄化槽法 第41条第2項 

法 令 番 号 昭和58年法律第43号 

【基準】 

 法第41条第2項の規定による。 

 (指示、許可の取消し、事業の停止等) 

第41条  

2 市町村長は、浄化槽清掃業者の事業の用に供する施設若しくは浄化槽清掃業者の能力が

第36条第1号の基準に適合しなくなつたとき、又は浄化槽清掃業者が次の各号の一に該当

するときは、その許可を取り消し、又は6月以内の期間を定めてその事業の全部若しくは

一部の停止を命ずることができる。 

(1) 第12条第2項の命令に違反したとき。 

(2) 不正の手段により第35条第1項の許可を受けたとき。 

(3) 第36条第2号イ、ハ又はホからヌまでのいずれかに該当することとなつたとき。 

(4) 第37条の規定による届出をせず、又は虚偽の届出をしたとき。 

(5) 前項の指示に従わず、情状特に重いとき。 

 

備考  

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 



真岡市 法適用不利益処分個票 

1 

ID: 558  

担当部署: 市民生活部 環境課  

処分の概要 転換計画の認定の取消し 

法 令 名 

根 拠 条 項 

下水道の整備等に伴う一般廃棄物処理業等の合理化に関する特別措置法施行規

則 第5条第5項 

法 令 番 号 昭和50年厚生省令第37号 

【基準】 

 省令第5条第5項の規定による。 

 (転換計画の認定等) 

第5条 

5 市町村長は、法第7条第1項の認定を受けた者が当該認定に係る転換計画(第3項の規定に

よる変更の認定があつたときは、その変更後の転換計画)に従つて事業の転換を実施して

いないと認めるとき又は法第4条第1項の規定による合理化事業計画の変更により当該転換

計画が当該合理化事業計画に適合しなくなつた場合において、当該認定を受けた者が転換

計画について第3項の認定を受けなかつたときは、その認定を取り消すことができる。 

 

備考  

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 



真岡市 法適用不利益処分個票 

1 

ID: 5346  

担当部署: 市民生活部 環境課  

処分の概要 墓地等の許可取消し、使用禁止等 

法 令 名 

根 拠 条 項 
墓地、埋葬等に関する法律 第19条 

法 令 番 号 昭和23年法律第48号 

【基準】 

 法第19条の規定による。 

第19条 都道府県知事は、公衆衛生その他公共の福祉の見地から必要があると認めるとき

は、墓地、納骨堂若しくは火葬場の施設の整備改善、又はその全部若しくは一部の使用の

制限若しくは禁止を命じ、又は第10条の規定による許可を取り消すことができる。 

 

備考  

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 



真岡市 法適用不利益処分個票 

1 

ID: 1008  

担当部署: 市民生活部 環境課  

処分の概要 感染症の病原体に汚染された場所の消毒の実費徴収 

法 令 名 

根 拠 条 項 
感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律 第63条第1項 

法 令 番 号 平成10年法律第114号 

【基準】 

 法第63条第1項の規定による。 

 (費用の徴収) 

第63条 市町村長は、第27条第2項の規定により、当該職員に一類感染症、二類感染症、三

類感染症、四類感染症若しくは新型インフルエンザ等感染症の患者がいる場所又はいた場

所、当該感染症に係る死体がある場所又はあった場所その他当該感染症の病原体に汚染さ

れた場所又は汚染された疑いがある場所を消毒させた場合(第50条第1項の規定により実施

された場合を含む。)は、当該患者若しくはその保護者又はその場所の管理をする者若し

くはその代理をする者から消毒に要した実費を徴収することができる。 

 

備考  

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 



真岡市 法適用不利益処分個票 

1 

ID: 1009  

担当部署: 市民生活部 環境課  

処分の概要 ねずみ族、昆虫等の駆除の実費徴収 

法 令 名 

根 拠 条 項 
感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律 第63条第2項 

法 令 番 号 平成10年法律第114号 

【基準】 

 法第63条第2項の規定による。 

 (費用の徴収) 

第63条 

2 市町村長は、第28条第2項の規定により、当該職員に一類感染症、二類感染症、三類感染

症又は四類感染症の病原体に汚染され、又は汚染された疑いがあるねずみ族、昆虫等を駆

除させた場合(第50条第1項の規定により実施された場合を含む。)は、当該ねずみ族、昆

虫等が存在する区域の管理をする者又はその代理をする者からねずみ族、昆虫等の駆除に

要した実費を徴収することができる。 

 

備考  

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 



真岡市 法適用不利益処分個票 

1 

ID: 1010  

担当部署: 市民生活部 環境課  

処分の概要 物件に係る措置の実費徴収 

法 令 名 

根 拠 条 項 
感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律 第63条第3項 

法 令 番 号 平成10年法律第114号 

【基準】 

 法第63条第3項の規定による。 

 (費用の徴収) 

第63条 

3 市町村長は、第29条第2項の規定により、当該職員に一類感染症、二類感染症、三類感染

症、四類感染症又は新型インフルエンザ等感染症の病原体に汚染され、又は汚染された疑

いがある飲食物、衣類、寝具その他の物件を消毒させた場合(第50条第1項の規定により実

施された場合を含む。)は、当該飲食物、衣類、寝具その他の物件の所持者から消毒に要

した実費を徴収することができる。 

 

備考  

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 



真岡市 法適用不利益処分個票 

1 

ID: 3084  

担当部署: 市民生活部 環境課  

処分の概要 違反に対する措置命令 

法 令 名 

根 拠 条 項 
鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律 第22条第1項 

法 令 番 号 平成14年法律第88号 

【基準】 

 法第22条第1項の規定による。 

(登録を受けた者に対する措置命令等) 

第22条 都道府県知事は、第19条第1項の規定に違反して登録を受けないで対象狩猟鳥獣以

外の鳥獣の飼養をした者に対し、当該違反に係る鳥獣を解放することその他の必要な措置

をとるべきことを命ずることができる。 

 

備考  

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 2 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 



真岡市 法適用不利益処分個票 

1 

ID: 3085  

担当部署: 市民生活部 環境課  

処分の概要 登録の取消し 

法 令 名 

根 拠 条 項 
鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律 第22条第2項 

法 令 番 号 平成14年法律第88号 

【基準】 

 法第22条第2項の規定による。 

 (登録を受けた者に対する措置命令等) 

第22条 

2 都道府県知事は、登録を受けた者がこの法律若しくはこの法律に基づく命令の規定又は

この法律に基づく処分に違反した場合は、その登録を取り消すことができる。 

 

備考  

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 2 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 



真岡市 法適用不利益処分個票 

1 

ID: 3089  

担当部署: 市民生活部 環境課  

処分の概要 違反に対する措置命令 

法 令 名 

根 拠 条 項 
鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律 第24条第9項 

法 令 番 号 平成14年法律第88号 

【基準】 

 法第24条第9項の規定による。 

(販売禁止鳥獣等の販売の許可) 

第24条 

9 都道府県知事は、前条の規定に違反し、又は第4項の規定により付された条件に違反した

者に対し、同条に規定する鳥獣の保護を図るため必要があると認めるときは、当該違反に

係る鳥獣を解放することその他の必要な措置をとるべきことを命ずることができる。 

 

備考  

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 2 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 



真岡市 法適用不利益処分個票 

1 

ID: 3090  

担当部署: 市民生活部 環境課  

処分の概要 許可の取消し 

法 令 名 

根 拠 条 項 
鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律 第24条第10項 

法 令 番 号 平成14年法律第88号 

【基準】 

 法第24条第10項の規定による。 

(販売禁止鳥獣等の販売の許可) 

第24条 

10 都道府県知事は、第1項の許可を受けた者がこの法律若しくはこの法律に基づく命令の

規定又はこの法律に基づく処分に違反した場合において、前項各号に掲げる前項に規定す

るときは、その許可を取り消すことができる。 

 

備考  

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 2 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 



真岡市 法適用不利益処分個票 

1 

ID: 3092  

担当部署: 市民生活部 環境課  

処分の概要 特別保護地区の区域内における措置命令 

法 令 名 

根 拠 条 項 
鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律 第30条第2項 

法 令 番 号 平成14年法律第88号 

【基準】 

 法第30条第2項の規定による。 

 (措置命令等) 

第30条 

2 環境大臣は国指定特別保護地区について、都道府県知事は都道府県指定特別保護地区に

ついて、鳥獣の保護又は鳥獣の生息地の保護を図るために必要があると認めるときは、前

条第7項の規定に違反した者若しくは同条第10項の規定により付された条件に違反した者

に対し、鳥獣の保護若しくは鳥獣の生息地の保護を図るために必要な限度において、その

行為の中止を命じ、又はこれらの者若しくはこれらの者から当該土地、建築物その他の工

作物若しくは物件についての権利を承継した者に対し、相当の期限を定めて、原状回復を

命じ、若しくは原状回復が著しく困難である場合に、これに代わるべき必要な措置をとる

べきことを命ずることができる。 

 

備考  

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 2 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 



真岡市 法適用不利益処分個票 

1 

ID: 3095  

担当部署: 市民生活部 環境課  

処分の概要 猟区の認可の取消し 

法 令 名 

根 拠 条 項 
鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律 第72条第1項 

法 令 番 号 平成14年法律第88号 

【基準】 

 法第72条の規定による。 

(認可の取消し) 

第72条 都道府県知事は、安全な狩猟の実施の確保、鳥獣の保護又は管理その他公益上の必

要があると認めるときは、猟区の認可を取り消すことができる。 

2 第70条第1項の規定は、前項の規定による認可の取消しについて準用する。この場合にお

いて、同条第1項中「同条第2項第1号から第3号までに掲げる事項その他環境省令で定める

事項」とあるのは、「その旨及び取消しに係る区域」と読み替えるものとする。 

 

備考  

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 2 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 

 


